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標準的なソフトウェア 

既存の 
財務会計システム 

①固定資産 
台帳機能 

②財務書類 
作成機能 

予算書類 
決算書類 

財務書類 

③活用機能 

各社の財務会計システムとの
データ連携が可能 

 ○ 地方公会計の整備促進のため、平成27年度より地方公共団体に無償で提供。 

 ○ 「固定資産台帳機能」「財務書類作成機能」「活用機能」の３機能で構成。 

 ○ 財務会計システムから現金主義・単式簿記の歳入歳出データ等を取り込み、 

  発生主義・ 複式簿記のデータに変換して財務書類を作成。   

現金主義・
単式簿記 

発生主義・
複式簿記 

• 将来の施設更新 
 必要額の推計 

• 施設別・事業別 
 のセグメント分析 等 

地方公会計標準ソフトウェアの概要 



財務書類作成機能 

・各固定資産の取得価額、耐用年数等の情報を入力し、減価償却費の自動算出や 
 固定資産台帳の管理を行う機能。 
 
・入力する固定資産情報の項目については、「資産の耐用年数」等の統一的な基準で 
 示されている基本的な項目に加え、利用団体が自由に任意の情報を入力できる項目 
 を多数用意しており、固定資産台帳の利活用にも寄与するもの。 

各機能の概要 

活用機能 

・現金主義・単式簿記の歳入歳出伝票等を取り込み、発生主義・ 複式簿記の仕訳伝票 
 に変換することで財務書類を作成する機能。 
 
・大部分の仕訳を自動的に行うことができるため、財務書類作成作業を大幅に省力化。 
 
・既存財務会計システムとの随時連携を行うことも可能であり、日々仕訳にも対応。 

財務書類等の活用・分析を行う機能。具体的には、以下の①～③のような機能がある。 

 ①施設更新必要額の将来推計を自動算出 ②施設別・事業別などのセグメント分析 ③資産老朽化比率等の指標を自動算出 

施設更新必要額将来推計グラフ セグメント別行政コスト計算書 指標の算出 

固定資産情報入力画面 

歳入歳出
伝票等 

仕訳伝票 

地方公会計標準 
ソフトウェア 

固定資産台帳機能 

財務会計 
システム 

大半を自動で
仕訳に変換 



 一般会計等財務書類作成時（期末一括） 

情報取込 情報取込 

仕訳 

仕訳・資産情報の照合 

資産の保有・管理を 
行なっている各課 

会計課 

合計残高試算表作成 

手動処理 

仕訳修正・整理仕訳等 

公会計担当課 

地方公会計標準ソフトウェア 

歳入歳出情報 

減価償却費算出 

処理作業 

財務書類 

自動処理 

地方公会計標準ソフトウェアを利用した財務書類作成事務フロー概要（イメージ） 
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